
（証券コード1882）

平成30年６月12日

株 主 各 位
東京都港区六本木七丁目３番７号

取 締 役 社 長 森 下 協 一

第112回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第112回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご案内申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法（インターネット等）に

よって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類を

ご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成30年６

月27日（水曜日）午後５時30分迄に到着するようご送付いただきたくお願い申しあげ

ます。

　電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の方法につきましては、51ペー

ジから52ページに記載の「インターネットによる議決権行使のお手続きについて」を

ご参照ください。

敬 具

記

1. 日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都港区六本木七丁目３番７号 当社本社７階会議室

3. 目的事項

報 告 事 項 1.　第112期（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書

類監査結果報告の件

2.　第112期（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（お願い） 　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。

（お知らせ） 　株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類、計算書類に修正が生じた場合には、修正

後の事項を当社ホームページ（http://www.toadoro.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告
　

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景とし

て、景気は全般的に緩やかな回復基調で推移いたしましたが、欧米の不安定な政

情や、アジア・中東で顕在化する地政学リスクなど、景気の先行きは不透明な状

況で推移いたしました。

　当社グループの主要事業であります道路建設業界におきましては、民間設備投

資が緩やかに増加しているものの、労務需給や原材料価格等の動向に注意を要す

るなど、経営環境は引き続き厳しい状況のもと推移いたしました。

　このような状況下におきまして、当社グループの当連結会計年度の受注高は

104,460百万円（前期比12.6％増）、売上高は98,218百万円（同比1.6％減）となり

ました。

　損益につきましては、営業利益は4,300百万円（同比19.2％減）となり経常利益

は4,184百万円（同比20.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,518百万円

（同比15.7％減）となりました。

　

事業部門別の状況は次のとおりであります。

事業部門別 受注高・売上高・繰越高
(単位：百万円)

部 門 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建
設
事
業

舗 装 工 事 18,542 55,179 50,285 23,436

土 木 工 事 3,318 14,803 13,456 4,665

計 21,861 69,982 63,741 28,102

製造販売・環境事業等 ― 34,477 34,477 ―

合 計 21,861 104,460 98,218 28,102

　

（建設事業）

　当連結会計年度の受注高は69,982百万円（前期比14.2％増）となりました。また、

完成工事高は63,741百万円（同比6.7％減）となり、次期繰越高は28,102百万円（同

比28.5％増）となりました。
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　当連結会計年度の主な受注工事

受 注 先 工 事 名 工事場所

東日本高速道路㈱ 館山自動車道 富津舗装工事 千 葉 県

東日本高速道路㈱ 東北自動車道 本宮-白石間舗装補修工事 福 島 県

国土交通省 中部横断自動車道舗装11工事 長 野 県

国土交通省 侍浜地区舗装工事 岩 手 県

国土交通省 平成29年度 福岡空港滑走路増設誘導路新設外改良工事 福 岡 県

関西エアポート㈱ 大阪国際空港アクセス道路改良工事 大 阪 府

奥出雲町役場 防災･安全交付金 町立三成公園ホッケー場改修(舗装)工事 島 根 県

　当連結会計年度の主な完成工事

受 注 先 工 事 名 工事場所

西日本高速道路㈱ 松山自動車道 愛媛高速道路事務所管内舗装補修工事 愛 媛 県

西日本高速道路㈱ 九州自動車道 熊本IC-嘉島JCT間舗装震災復旧工事 熊 本 県

西日本高速道路㈱ 長崎自動車道 久留米高速道路事務所管内舗装工事 福 岡 県

東日本高速道路㈱ 東関東自動車道 千葉管理事務所管内舗装補修工事 千 葉 県

中日本高速道路㈱ 東名高速道路 浜松管内舗装補修工事（平成28年度） 静 岡 県

国土交通省 堤下地区舗装工事 福 島 県

国土交通省 庄司渕トンネル舗装工事 福 島 県

　

　（製造販売・環境事業等）

　当連結会計年度の売上高は34,477百万円（前期比9.3％増）となりました。

(2) 重要な設備投資等の状況

　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は2,100百万円で、主に製品・合材

製造設備及び舗装機械等における合理化、若しくは能力増強を目的とした設備投

資に係るものです。

(3) 重要な資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　今後の経済環境の見通しにつきましては、企業収益の改善を背景に緩やかな回

復基調が続くと期待される一方で、海外政治・経済情勢の不透明感から、下振れ

リスクは依然大きく、また、国内事情におきましては、企業間の熾烈な受注競争、

原材料価格や人件費の上昇に伴うコストの増加に注意を要するなど、当社グルー

プを取り巻く環境は、先行き不透明な状況が続くものと予想されます。

　このような環境のなか、当社グループのもつ高い技術力、豊富な工法、高い製

品開発力を駆使し、提案力、営業力を高め純民間工事やスポーツ施設、景観体育
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施設工事等への取組みを更に強化し、公共投資に依存する現在のビジネスモデル

を改善します。また、事業拠点の見直しや業務フローの改善などで、生産性の向

上と業務の効率化を図ることにより、グループ全体の総合力の向上に取り組みま

す。併せて、環境の変化に即応できる柔軟な経営体質の構築や適正な経営資源の

配分、さらにリスク管理能力を高めることにより、持続的な収益力の強化に全力

を尽くしていく所存でございます。

　当社は、平成30年３月28日に東京都、東京港埠頭株式会社及び成田国際空港株

式会社が発注する舗装工事の入札に関する独占禁止法違反行為により、公正取引

委員会より排除措置命令及び課徴金納付命令を受けております。

　また、全国におけるアスファルト合材の販売価格に関する独占禁止法違反の疑

いで、平成29年２月28日に公正取引委員会の立入検査を受けております。

当社といたしましては、この度の事態を厳粛かつ真摯に受け止め、関係当局に

よる調査等に対する全面的な協力を継続するとともに、独占禁止法その他の関連

法令及び企業倫理を遵守した事業活動の推進に向け、全力をあげて取り組み、早

期の信頼回復に努めてまいります。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第109期

平成26年度
第110期

平成27年度
第111期

平成28年度

第112期
（当連結会計年度）

平成29年度

受 注 高 百万円 108,660 106,389 92,807 104,460

売 上 高 百万円 113,663 96,586 99,849 98,218

営 業 利 益 百万円 5,538 5,487 5,325 4,300

経 常 利 益 百万円 6,016 5,412 5,260 4,184

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

百万円 4,110 3,139 2,987 2,518

１株当たり当期純利益 円 81.00 61.89 58.90 496.68

総 資 産 百万円 80,156 81,193 79,998 89,902

純 資 産 百万円 32,740 35,008 37,897 40,375

（注）第112期の１株当たり当期純利益につきましては、平成29年10月１日付で普通株式10株を１株
に併合いたしましたが、株式併合が期首に行われたと仮定して算出しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 重要な親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

　当社の子会社は、㈱アスカ、㈱東亜利根ボーリング等24社でありますが、

重要な子会社はありません。

　当社の連結子会社は23社、持分法適用関連会社は1社で、24社の連結となっ

ております。なお、ほかに非連結子会社が1社、持分法非適用関連会社が1社

あります。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。

(7) 重要な企業結合等の状況

該当事項はありません。
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(8) 主要な事業内容

　当社グループは、当社及び子会社24社並びに関連会社2社で構成されており、建

設事業を中核に、関連する建設材料の製造販売・環境事業等を主たる事業内容と

しております。

　当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業のセグメントは、以下のとおり

であります。

建設事業 舗装工事、スポーツ施設工事、造園工事、地盤改良工事、河川

改修工事、特殊浚渫埋立工事等の土木工事、建築物の解体工事、

コンサルタント業務等

　建設材料等の製造販売事業・環境事業等

アスファルト乳剤、改質アスファルト、アスファルト合材、リ

サイクル骨材、砕石等の製造・販売、建設廃棄物の中間処理、

汚染土壌の調査・浄化処理等

(9) 主要な営業所及び工場

① 当社

　 本 社 東京都港区六本木七丁目３番７号

支 社 北海道支社（札幌市） 東北支社（仙台市）

関東支社（東京都港区） 中部支社（名古屋市）

関西支社（大阪市） 中四国支社（広島市）

九州支社（福岡市）

支 店 宮城支店（仙台市） 北陸支店（新潟市）

東京支店（東京都墨田区） 横浜支店（横浜市）

千葉支店（千葉市） 茨城支店（つくば市）

北関東支店（川越市） 名古屋支店（名古屋市）

四国支店（西条市）

営 業 所 札幌営業所 岩手営業所 下越営業所 多摩営業所

兵庫営業所 広島営業所 福岡営業所 熊本営業所等

全国40営業所

工 場 アスファルト乳剤工場 横浜工場等 全国24工場

アスファルト合材工場 鹿嶋合材工場等 全国45工場

　 技術研究所（つくば市）

② 子会社

　 ㈱アスカ（東京都港区）、㈱東亜利根ボーリング（東京都港区）等24社
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(10) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

1,532 名 増17 名

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 才 年

男 性 922 減5 45.5 20.8

女 性 44 減4 43.3 18.5

計又は平均 966 減9 45.7 20.7

(11) 主要な借入先及び借入額

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 3,080

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,495

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,458

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 750

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 540

(注）株式会社三菱東京UFJ銀行は平成30年４月１日に株式会社三菱UFJ銀行に名称変更をして
おります。

(12) 企業集団の現況に関するその他の重要な事項

　当社は、改質アスファルトの販売価格に関する独占禁止法違反の疑いで、平成

30年５月29日に公正取引委員会の立入検査を受けました。

　当社としましては、公正取引委員会の調査に全面的に協力してまいります。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 19,104,200株

(2) 発行済株式の総数 5,069,593株（自己株式150,430株を除く）

(3) 株 主 数 4,692名（前期末比 826名減）

(4) 大 株 主（上位10名）　

株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 472 9.32

株式会社横浜銀行 240 4.75

株式会社三井住友銀行 207 4.09

UNITED NATIONS FOR THE UNITED NATIONS JOINT STAFF
PENSION FUND A UN ORGAN

189 3.73

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 177 3.51

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 164 3.25

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 150 2.97

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 141 2.78

東亜道路取引先持株会 140 2.78

山田紘一郎 140 2.76

(注) 持株比率は発行済株式の総数から自己株式数を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

※取 締 役 社 長 森 下 協 一
内部統制委員会委員長、コンプライアンス委員会委員長
監査室担当、経営企画室担当

※取 締 役 丸 尾 和 廣
ＣＳＲ推進本部長、関係事業本部長、
省エネ推進委員会委員長、コンプライアンス担当

取 締 役 竹 内 良 彦
製品事業本部担当、管理本部長、
Ｊ－ＳОＸ委員会委員長

取 締 役 堀之内 悟
営業本部担当、工務本部長、建築部長、技術本部長、
労働時間等設定改善委員会委員長

取 締 役 浅 井 敏 夫
安全環境品質本部長、工務本部（生産技術担当）、
土木部長、関係事業本部担当部長、
中央安全衛生委員会委員長

取 締 役 髙 野 憲 二

常 勤 監 査 役 森 信 一 ケイヒン株式会社 社外監査役

常 勤 監 査 役 野 田 雅 之

監 査 役 神 洋 明 弁護士

(注) 1. ※印は代表取締役であります。

2. 取締役髙野憲二氏は、社外取締役であります。

3. 常勤監査役森 信一氏、監査役神 洋明氏は、社外監査役であります。

4. 常勤監査役野田雅之氏は、昭和57年から平成28年までの期間、当社の経理業務を含む管理

部門を担当しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者であります。

5. 当期中の取締役の異動は次のとおりであります。

(1) 就任（平成29年６月29日）

　 取締役 浅井敏夫

　 取締役 髙野憲二

(2) 退任（平成29年６月29日）

　 取締役社長 新谷 章

6. 社外取締役１名、社外監査役２名は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　社外取締役髙野憲二氏、常勤監査役森信一氏、野田雅之氏及び監査役神洋明

氏は、当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令が規定する額となります。

　

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月29日 18時34分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 総 額

取 締 役 7名 104百万円
（うち社外取締役） （ 1名） （ 5百万円）

監 査 役 3名 43百万円
（うち社外監査役） （ 2名） （ 25百万円）

(注) 1. 株主総会決議による役員報酬限度額

(使用人兼務取締役の使用人としての報酬は含まれておりません。）

取締役分：年額200百万円 監査役分：年額60百万円

2. 平成30年３月末日現在の支給人員は取締役６名、監査役３名です。上記支給人員と相違し

ているのは、平成29年6月29日開催の第111回定時株主総会終結の時をもって退任した１名

を含んでいるためであります。

(4) 社外役員に関する事項

社外取締役及び社外監査役の重要な兼職先と当社との関係

氏 名 兼 任 先 及 び 兼 任 内 容

髙 野 憲 二 ―

森 信 一 ケイヒン株式会社 社外監査役

神 洋 明 弁護士

(注) 当社と社外監査役森 信一氏が社外監査役として就任しているケイヒン株式会社とは、取引関

係はありません。

社外役員の主な活動状況

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

髙 野 憲 二 社 外 取 締 役
社外取締役就任後開催の取締役会12回のうち11回に出席し、主
に豊富な経験者の観点から、当社の経営上有用な指摘、発言を
適宜行っております。

森 信 一 社 外 監 査 役
当期開催の取締役会16回のうち16回に、監査役会12回のうち
12回に出席し、主に豊富な経験者の観点から適宜発言を行って
おります。

神 洋 明 社 外 監 査 役
当期開催の取締役会16回のうち16回に、監査役会12回のうち12
回に出席し、主に弁護士としての専門的見地から適宜発言を行
っております。
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4. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 51百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

51百万円

(注) 1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、日本監査役協会が公表す

る「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計画における

監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行

状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監

査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当該事業年度に係る報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務を

委託しておりません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社の監査役会は、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任するほか、会計

監査人の適格性、独立性を害するなど職務執行に支障があると判断した場合は、

会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定

に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

5. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、会社の業務の適正を確保するた

めの体制整備の基本方針（内部統制システムに関する基本方針）を定めており、

その内容及び運用状況の概要は、以下のとおりであります。

(1) 業務の適正を確保するための体制

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

イ．当社及びグループ会社の役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適
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合することを確保するため、「倫理行動指針」「行動規範」を定めます。

ロ．当社は公正、透明、自由な競争を通じた企業活動を行うことを旨とし、企

業倫理の徹底と法令遵守に努め、刑法、独占禁止法等の関連法令に違反する

ことのないよう体制の強化をはかります。

ハ．当社は、「コンプライアンス委員会」を設置し、グループ全体のコンプライ

アンス体制の整備や運用方針の策定を行います。

ニ．当社は、コンプライアンス研修を継続的に実施することにより、コンプラ

イアンス意識の啓発を行い、グループ全体のコンプライアンス体制の強化を

はかります。

ホ．内部監査部門は、当社及びグループ会社に対し内部監査を実施します。

ヘ．経理部門は、経理規程等に基づき、財務報告の信頼性を確保するための体

制を整備します。

ト．当社は、「公益通報規程」を定め、コンプライアンス上疑義がある場合又は

その恐れがある場合は、グループ会社を含む使用人が通報あるいは相談する

専用の窓口を設けます。なお、公益通報者保護法に基づき、通報者に対し不

利益な取り扱いはいたしません。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

イ．当社及びグループ会社は、法令及び当社の「文書管理規程」に基づき、文

書の適切な保存及び管理を行います。

ロ．情報の管理については「情報システム管理規程」に基づき、適切な情報セ

キュリティ対策を講じます。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社は、「リスク管理基本方針」を定め、グループ会社を含めた各業務部門

でリスクの洗い出しを実施し、リスク発生の防止と発生後の軽減に努めます。

ロ．当社は、「リスク管理規程」に基づき、社長を本部長とする「対策本部」を

組織し、リスクへの対応とその速やかな収拾に向けた活動を行います。

ハ．安全衛生、環境面のリスクにおいては「中央安全衛生委員会」で総括的に

管理し、防止、予防、負荷の低減等に努めます。

ニ．内部監査部門は、法令、定款違反その他重大な損失の危険のある業務執行

行為を発見した場合は、「内部統制委員会」並びに監査役に報告するととも

に、改善策の策定を求めることができるものとします。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は、取締役会の監督機能の強化と効率的な運営を確保するため執行役

員制度を採用します。

ロ．当社は、取締役会を原則として毎月1回開催するほか、必要に応じて臨時開

催し、経営方針及び重要事項の決定並びに執行役員の業務執行の監督を行い

ます。
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ハ．当社は、業務執行取締役及び本社執行役員をメンバーとする「本社役員会」

を毎月１回開催し、取締役会に付議される事項、その他の重要な業務執行に

関する事項について審議します。

ニ．当社は、「執行役員会」を年４回以上開催し、経営計画の執行状況に関する

本社及び支社相互間の報告若しくは協議を行います。

⑤当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．グループ会社は、「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、グルー

プ内部統制の継続的な向上を図ります。

ロ．当社は、グループ会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、適正かつ

効率的な運営に資するため、グループ会社各社の運営方針を策定します。

ハ．当社は、グループ会社の経営内容を的確に把握するため、毎月、営業成績、

財務状況その他の重要な情報について関係資料の提出を求めます。

ニ．当社は「リスク管理基本方針」を定め、グループ会社にリスクマネジメン

トを行うことを求めるとともに、グループ全体でリスクの把握、管理を行い

ます。

ホ．当社は、「公益通報規程」を定め、グループ会社を含めコンプライアンス体

制の強化をはかります。

⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独

立性に関する事項

イ．監査役の職務を補助すべき使用人として、監査室のスタッフをあてます。

監査室スタッフは、日常監査業務で知り得た重要な事項について監査役に報

告するものとします。

ロ．監査室スタッフの人事（異動、評価等）については、人事担当役員と監査

役が事前に意見交換を行うものとします。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ．当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従

う旨を当社の役員及び使用人に周知徹底します。

⑧監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われていることを

確保するための体制

イ．監査役は、取締役会、本社役員会、執行役員会等に出席して、重要な意思

決定の過程及び業務執行状況を把握し、また稟議書や重要な文書を閲覧し、

必要に応じて、取締役又は使用人に説明を求めることができるものとします。

ロ．取締役社長と監査役との定期的会合を年２回実施して意見交換を行います。

ハ．取締役は、法令違反及び経営に関する重要事項が発生した場合は、直ちに

監査役に報告するものとします。

ニ．監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受け、経理

部門との情報交換を行うなど連携をはかります。
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ホ．グループ会社の役員及び使用人は、法令違反及び経営に関する重要事項が

発生した場合は、直ちに監査役に報告するものとします。

ヘ．当社は、グループ会社を含めた「公益通報規程」の定めにより、監査役に

情報が報告されるものとします。

⑨監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不当な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

イ．当社は、監査役への報告を行った当社及びグループ会社の役員及び使用人

に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、

その旨を当社グループの役員及び使用人に周知徹底します。

⑩反社会的勢力排除に向けた体制

イ．当社及び当社グループ会社は、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度

で対応し、不当な要求には応じません。

ロ．当社は、反社会的勢力の排除の方針を「倫理行動指針」「行動規範」に定

め、当社及び当社グループ会社の役員及び使用人に周知をはかります。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

①取締役の職務の執行について

 「取締役会規則」に基づき、取締役会を毎月１回、臨時取締役会を必要に応じ

て開催し、法令又は定款に定められた事項のほか、業務執行に関する重要な事

項について意思決定を行うとともに、代表取締役及び業務執行取締役より業務

の執行の状況についての報告を受け、取締役の職務の執行の監督を行っており

ます。

②コンプライアンス体制とその運用における実効性の確保について

イ．コンプライアンス委員会

　コンプライアンス経営を一層推進し、組織内に周知徹底するため、取締役

又は執行役員で構成する「コンプライアンス委員会」を設置するとともに、

取り組みを全社的な活動とするため、本社各セクションならびに支社に「コ

ンプライアンス・リーダー」を配置しています。実効性あるコンプライアン

ス経営の確立に向けたグループ全体のコンプライアンス整備や、事業活動に

応じたコンプライアンスリスクについての啓蒙を行うために、業務に関する

法令等を把握し、それらに関する研修の企画等を行っております。

　また、法務・コンプライアンス部と連携してコンプライアンスに関する諸

問題の取組状況の確認、評価、改善指示を実施しております。

ロ．ＣＳＲ推進本部

 「ＣＳＲ経営」の基本原理である、コンプライアンス経営の強化及びリスク

管理の推進、あるいはその体制作りのために、役付取締役を部長とする「Ｃ

ＳＲ推進本部」を設置し、コンプライアンスの推進母体として事業本部から
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独立し、関連各部、コンプライアンス委員会と連携の下、一体的かつ組織横

断的に管理し、体制の強化と再発防止策等の推進のための企画、立案、実施

を行っております。

　ＣＳＲ推進本部には主に法令遵守を担当する法務・コンプライアンス部及

び企業倫理の遵守を担当する企業倫理推進室を設置しております。

ハ．研修の充実と規程等の整備について

　当社及び関連会社の、役員及び使用人に対しては、定期的にコンプライア

ンス研修を実施し、コンプライアンスの理解と意識の向上をはかっておりま

す。

　研修等の啓蒙活動の充実と、コンプライアンスの目的や基本的な考え方を

周知するため、「コンプライアンス規程」の改定や、独占禁止法の必携として

「独占禁止法遵守に関する行動指針」を制定するなど、マニュアルの整備に取

り組んできましたが、法令遵守の徹底を図るための仕組みとして、営業活動

における厳格な法令の遵守と業務の透明性確保を目的に、「営業接触ガイドラ

イン」を策定し、併せて本ガイドラインの適正な運用に資する社内イントラ

ネットを利用したツールを導入いたしました。また、これら施策を通して法

務・コンプライアンス部に設置されている事前相談・報告の社内専用窓口と

事業部門との連携を密とし、事前のリスクチェック体制を整備することによ

り、違反行為の未然防止に取組んでおります。

ニ．法務担当者による定期的な社内監査の実施

　コンプライアンスへの取組みとしての社内体制の整備とその的確な運用の

ほか、法務担当者による営業担当者を対象とする、法令遵守の観点を踏まえ

た定期的な内部監査を実施しています。その監査結果や改善策については事

業部門を含めて全社的に共有できるようにしております。

③リスク管理について

 「リスク管理基本方針」に基づき、経営上のリスク、コンプライアンスに関わ

るリスクの洗い出しを定期的に実施し、リスクの特定、対応策の策定、並びに

達成すべき目標設定を行い、リスクの低減とその未然防止に取り組んでおりま

す。また、「リスク管理規程」に基づき、災害を想定した訓練も定期的に行って

おります。

④グループ管理体制について

　グループ会社は、当社の「内部統制システムの基本方針」に基づき、グルー

プ内部統制の継続的な向上をはかっております。

　当社は、グループ会社を含めた社会的責任を「倫理行動指針」、「行動規範」

に定めるとともに、「コンプライアンス規程」や「公益通報規程」等の諸規程の

整備を進め、啓蒙活動としてコンプライアンス研修を継続的に実施することに

より、グループ全体のコンプライアンス体制の向上を図っております。
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　一方では「リスク管理基本方針」を定め、グループ全体でリスクの把握を行

い、リスク管理の強化をはかっております。

　また、当社はグループ会社の運営方針を策定するとともに、適時、経営内容

を的確に把握するための情報について関係資料の提出を求め、経営上の重要な

情報については、当社取締役会に適宜報告されております。

⑤公益通報者保護の体制

　当社グループは、使用人等からの組織的又は個人的な法令違反行為等に関す

る相談又は通報の適正な処理の仕組みを定め、不正行為等の早期発見と是正を

はかり、コンプライアンス経営の強化に資することを目的として「内部通報制

度」を設け、通報を行った者に対する不利益な取扱いがないように適切な措置

を執ることとなっております。なお、内部通報制度の充実の一環として、本制

度の周知徹底とあわせ、幅広く情報を収集できる仕組みを創設するため、「外部

通報窓口」を設置するとともに、運用ルールを明確にする等の視点より、「公益

通報規程」の整備、改定を行っております。

⑥監査役の職務の執行について

　監査役は、取締役社長との定期的な意見交換の他、会計監査人や監査室等と

の連携をはかっており、監査の実効性を確保しております。また、監査役は、

取締役会への出席並びに常勤監査役による重要な会議への出席及び取締役・使

用人へのヒアリング等を通じて、当社の内部統制の整備・運用状況について確

認を行うとともに、より健全な経営体制の確保に向けた助言等も行っておりま

す。

　

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、剰余金の配当等の決定に関する基本方針を、安定的な成長の実現に

向け、企業体質の強化及び将来の事業展開に備えるとともに、安定的かつ継続

的な配当を実施することとしております。

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表
示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 66,487 流 動 負 債 42,400

現 金 及 び 預 金 22,298 支払手形・工事未払金等 26,766

受取手形・完成工事未収入金等 31,289 短 期 借 入 金 4,361

未 成 工 事 支 出 金 9,637 1年内償還予定の社債 96

商 品 及 び 製 品 621 未 払 法 人 税 等 1,231

仕 掛 品 97 未 成 工 事 受 入 金 5,580

材 料 貯 蔵 品 1,041 完 成 工 事 補 償 引 当 金 22

繰 延 税 金 資 産 667 工 事 損 失 引 当 金 354

そ の 他 1,072 独占禁止法関連損失引当金 930

貸 倒 引 当 金 △237 そ の 他 3,056

固 定 資 産 23,415 固 定 負 債 7,125

有 形 固 定 資 産 19,683 社 債 156

建 物 及 び 構 築 物 3,849 長 期 借 入 金 4,480

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 2,915 繰 延 税 金 負 債 610

土 地 12,026 再評価に係る繰延税金負債 1,062

リ ー ス 資 産 272 退 職 給 付 に 係 る 負 債 444

建 設 仮 勘 定 348 資 産 除 去 債 務 53

そ の 他 272 そ の 他 318

無 形 固 定 資 産 355 負 債 合 計 49,526
投資その他の資産 3,375 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 2,092 株 主 資 本 37,852
長 期 貸 付 金 420 資 本 金 7,584
退 職 給 付 に 係 る 資 産 331 資 本 剰 余 金 6,957

繰 延 税 金 資 産 128 利 益 剰 余 金 23,670

そ の 他 569 自 己 株 式 △359
貸 倒 引 当 金 △166 その他の包括利益累計額 1,534

その他有価証券評価差額金 838

土地再評価差額金 692

退職給付に係る調整累計額 3

非 支 配 株 主 持 分 988

純 資 産 合 計 40,375

資 産 合 計 89,902 負債純資産合計 89,902

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 98,218

売 上 原 価 86,687

売 上 総 利 益 11,531

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,230

営 業 利 益 4,300

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12

受 取 配 当 金 66

フ ァ ク タ リ ン グ 料 9

受 取 保 険 金 7

そ の 他 53 149

営 業 外 費 用

支 払 利 息 98

金 融 手 数 料 69

訴 訟 関 連 費 用 33

投 資 有 価 証 券 評 価 損 37

そ の 他 26 264

経 常 利 益 4,184

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 463

投 資 有 価 証 券 売 却 益 179 643

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 15

固 定 資 産 除 却 損 34

独占禁止法関連損失引当金繰入額 627 677

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,150

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,531

法 人 税 等 調 整 額 △66

当 期 純 利 益 2,685

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 167

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,518

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
　

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 7,584 6,957 21,762 △351 35,952

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △608 △608

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,518 2,518

土地再評価差額金取崩額 △0 △0

自 己 株 式 の 取 得 △8 △8

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額)

当 期 変 動 額 合 計 - 0 1,908 △8 1,900

当 期 末 残 高 7,584 6,957 23,670 △359 37,852

　
(単位：百万円)

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 641 691 △210 1,123 822 37,897

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △608

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,518

土地再評価差額金取崩額 △0

自 己 株 式 の 取 得 △8

自 己 株 式 の 処 分 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額)

197 0 213 411 165 577

当 期 変 動 額 合 計 197 0 213 411 165 2,477

当 期 末 残 高 838 692 3 1,534 988 40,375

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 23社

主要な連結子会社の名称 ㈱アスカ、㈱東亜利根ボーリング

(2) 非連結子会社の名称

　㈱大信舗道

連結の範囲から除いた理由

　上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数および名称 該当ありません。

(2) 持分法を適用した関連会社の数および名称 １社 ㈱県南

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名称

非連結子会社の名称 ㈱大信舗道

関連会社の名称 ㈱ミヤギレキセイ

持分法を適用しない理由

　上記の持分法非適用の非連結子会社1社及び関連会社1社は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微なため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法
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②棚卸資産の評価基準及び評価方法

(イ)未成工事支出金 個別法に基づく原価法

(ロ)商品及び製品 総平均法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(ハ)仕 掛 品 個別法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(ニ)材 料 貯 蔵 品 総平均法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(イ)リース資産以外の有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降取得の建物

（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備および構築物については、定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。また、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度か

ら５年間で均等償却する方法によっております。

(ロ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用して

おります。

② 無形固定資産

　定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金 …… 完成工事の瑕疵担保による補償損失に備える

ため、完成工事高に前３連結会計年度の完成工事高に対する工事補償費の

発生割合を乗じた額に、将来の補償見込額を加味して計上しております。

③ 工事損失引当金 …… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末未成工事のうち損失の発生が見込まれ、その金額を合理的に見

積もることのできる工事について、損失見込額を計上しております。
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④ 独占禁止法関連損失引当金 …… 独占禁止法に関連した課徴金等の支払

いに備えるため、合理的に見積もれる金額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、発生した翌連結会計年度から費用処

理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、発生した連結会計年度より費用処理して

おります。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高の計上基準は、当連結会計年度末までの進捗部分について、成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので、特例処理

を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

ヘッジ手段 …… 金利スワップ

ヘッジ対象 …… 借入金の利息

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみのため、有効性の評価を省略しておりま

す。

(7) 外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

(8) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

1. 担保資産及び担保付債務

下記の資産は貸株による短期借入金（173百万円）の担保に供しております。

投資有価証券 216百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 31,988百万円

3. 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づ

き事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

固定資産税評価額（地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は第11号の土地

補充課税台帳に登録されている価格）に合理的な調整をして算定する方法

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額と

の差額

△2,404百万円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,220,023株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成29年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しておりま

す。

普通株式の配当に関する事項

①配当金の総額 608百万円

②1株当たりの配当額 12円

③基準日 平成29年３月31日

④効力発生日 平成29年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

平成30年６月28日開催の定時株主総会において、次の議案を付議する予定で

す。

普通株式の配当に関する事項

①配当金の原資 利益剰余金

②配当金の総額 506百万円

③1株当たりの配当額 100円

④基準日 平成30年３月31日

⑤効力発生日 平成30年６月29日
　

(注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っており
ます。基準日が平成29年３月31日の配当金につきましては、平成29年10月１日付の株式
併合前の金額を記載しております。
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Ⅳ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金

調達については銀行借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動

リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒

されております。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、営業管理部門が取引先の状況を

適時モニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をは

かっております。また、連結子会社においても、当社の与信管理規程に準じて、

同様の管理を行っております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役

会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び工事未払金等は、そのほとんどが1年以内の支払

期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入

金は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リス

クに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変

動リスクを回避し支払利息の固定化をはかるために、個別契約ごとにデリバテ

ィブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジ

の有効性評価の方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

るため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、職務権限を定めた社内規程に従

って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減

するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グルー

プでは、各連結子会社が月次に資金繰計画を作成し、その報告に基づき、当社

が全体としての資金繰りの管理を管理本部で行う方法をとっております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含ま

れておりません。（（注2）参照）
(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 22,298 22,298 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 31,289 31,289 　 ―

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 1,690 1,690 ―

(4) 長期貸付金 420

　 貸倒引当金（＊） △153

266 299 33

資産計 55,545 55,578 33

(1) 支払手形・工事未払金等 26,766 26,766 ―

(2) 短期借入金 4,361 4,363 1

(3) １年内償還予定の社債 96 95 △0

(4) 長期借入金 4,480 4,483 3

(5) 社債 156 155 △0

負債計 35,860 35,865 4

デリバティブ取引 ― ― ―

(＊) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額

と取得原価との差額は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 461 1,619 1,157

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 74 71 △3

合 計 536 1,690 1,154
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(4) 長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フ

ローを国債の利回り等適切な指標に信用リスクを勘案した利率で割り引いた現在価値により算

定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フロ

ーの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しておりま

す。

負 債

(1) 支払手形・工事未払金等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(2) 短期借入金、並びに(4) 長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワッ

プの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法

によっております。

(3)１年内償還予定の社債、並びに(5) 社債

　当社グループの発行する社債は、銀行引受の固定利付社債であり、元利金の合計額を同様の

新規発行した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの ：該当するものはありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの ：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期
借入金

2,030 1,000 （＊）

(＊) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし
て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております
（上記(4)参照）。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額277百万円）、関連会社株式（同計上額123百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としており

ません。
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Ⅴ．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

1.当該資産除去債務の概要

事業用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

2.当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から20～30年と見積り、割引率は1.9～2.3％を使用して資産

除去債務の金額を計算しております。

3.当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 52百万円

時の経過による調整額 1百万円

期末残高 53百万円

Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

1.賃貸等不動産の概要

　当社及び一部の子会社では、茨城県その他の地域において、賃貸している土地等

を有しております。

2.賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並び

に連結決算日における時価及び当該時価の算定方法
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の
時価

当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

1,778 △564 1,214 1,077

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。なお、再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額は△175百万円であります。

2. 主な変動

土地の売却による減少 558百万円

資産の償却による減少 5百万円

3. 時価の算定方法

　主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調

整を行ったものを含む）であります。

3.賃貸等不動産に関する損益

当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は54百万円、売却損益は441百万円（賃貸収益

は売上高に、売却収益は特別利益に、主な賃貸費用は売上原価に計上）でありま

す。
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Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 7,769円38銭

2. １株当たり当期純利益 496円68銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純利益 2,518百万円

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

2,518百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 5,070千株

　(注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行いました。
１株当たり情報の各金額は、当連結会計年度の期首に株式の併合をしたと仮定して算定してお
ります。

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 55,425 流 動 負 債 39,447
現 金 及 び 預 金 19,646 支 払 手 形 6,445
受 取 手 形 6,365 工 事 未 払 金 9,411
完 成 工 事 未 収 入 金 11,731 買 掛 金 4,332
売 掛 金 4,936 短 期 借 入 金 6,236
未 成 工 事 支 出 金 8,025 １年内返済予定の長期借入金 2,520
商 品 及 び 製 品 326 未 払 金 1,292
材 料 貯 蔵 品 491 未 払 費 用 1,083
短 期 貸 付 金 115 未 払 法 人 税 等 848
前 払 費 用 212 未 払 消 費 税 442
繰 延 税 金 資 産 554 未 成 工 事 受 入 金 4,772
未 収 入 金 418 完 成 工 事 補 償 引 当 金 16
信 託 受 益 権 8 工 事 損 失 引 当 金 342
営 業 外 受 取 手 形 2,511 独占禁止法関連損失引当金 930
そ の 他 275 そ の 他 772
貸 倒 引 当 金 △196 固 定 負 債 6,260

長 期 借 入 金 4,480
固 定 資 産 21,697 再評価に係る繰延税金負債 1,062
有 形 固 定 資 産 16,866 資 産 除 去 債 務 39
建 物 及 び 構 築 物 3,301 繰 延 税 金 負 債 451
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 2,437 長 期 預 り 保 証 金 129
工 具、 器 具 及 び 備 品 239 そ の 他 97
土 地 10,564 負 債 合 計 45,708
リ ー ス 資 産 167 純 資 産 の 部

そ の 他 156 株 主 資 本 30,254
無 形 固 定 資 産 313 資 本 金 7,584
ソ フ ト ウ エ ア 262 資 本 剰 余 金 6,256
電 話 加 入 権 11 資 本 準 備 金 5,619
そ の 他 38 そ の 他 資 本 剰 余 金 636

投資その他の資産 4,518 利 益 剰 余 金 16,773
投 資 有 価 証 券 1,259 利 益 準 備 金 906
関 係 会 社 株 式 2,357 そ の 他 利 益 剰 余 金 15,867
長 期 貸 付 金 414 固定資産圧縮積立金 188
破 産 更 生 債 権 4 別 途 積 立 金 14,807
長 期 前 払 費 用 107 繰 越 利 益 剰 余 金 871
会 員 権 29 自 己 株 式 △359
前 払 年 金 費 用 326 評価・換算差額等 1,159
そ の 他 170 その他有価証券評価差額金 467
貸 倒 引 当 金 △153 土地再評価差額金 692

純 資 産 合 計 31,414
資 産 合 計 77,122 負債純資産合計 77,122

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 47,261

製 品 売 上 高 19,151

そ の 他 の 営 業 収 入 3,834 70,247

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 43,303

製 品 売 上 原 価 17,264

そ の 他 の 原 価 2,550 63,118

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 3,957

製 品 売 上 総 利 益 1,887

そ の 他 の 売 上 総 利 益 1,283 7,128

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,931

営 業 利 益 2,197

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11

受 取 配 当 金 55

経 営 指 導 料 19

そ の 他 40 126

営 業 外 費 用

支 払 利 息 180

金 融 手 数 料 69

訴 訟 関 連 費 用 33

投 資 有 価 証 券 評 価 損 37

そ の 他 20 340

経 常 利 益 1,983

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 60

投 資 有 価 証 券 売 却 益 179 240

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 5

固 定 資 産 除 却 損 22

独占禁止法関連損失引当金繰入額 627 656

税 引 前 当 期 純 利 益 1,568

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 780

法 人 税 等 調 整 額 △16

当 期 純 利 益 804

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書
　

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 7,584 5,619 636 6,255 906 191 13,807 1,673 16,578

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 1,000 △1,000 -

剰 余 金 の 配 当 △608 △608

当 期 純 利 益 804 804

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△3 3 -

土地再評価差額金取崩額 △0 △0

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - 0 0 - △3 1,000 △801 195

当 期 末 残 高 7,584 5,619 636 6,256 906 188 14,807 871 16,773
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(単位：百万円)

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合 計自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △351 30,067 325 691 1,017 31,085

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 - -

剰 余 金 の 配 当 △608 △608

当 期 純 利 益 804 804

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

- -

土地再評価差額金取崩額 △0 △0

自 己 株 式 の 取 得 △8 △8 △8

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

141 0 142 142

当 期 変 動 額 合 計 △8 187 141 0 142 329

当 期 末 残 高 △359 30,254 467 692 1,159 31,414
　

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 未成工事支出金 個別法に基づく原価法

② 商品及び製品 総平均法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

③ 材 料 貯 蔵 品 総平均法に基づく原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(イ)リース資産以外の有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、平成10年4月1日以降取得の建物（建

物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

および構築物については、定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。また、平成19年3月31日以前に取得した資産に

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年度から５年間で均

等償却する方法によっております。

(ロ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用してお

ります。

② 無形固定資産

　定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金 …… 完成工事の瑕疵担保による補償損失に備えるた

め、完成工事高に前３事業年度の完成工事高に対する工事補償費の発生割合

を乗じた額に、将来の補償見込額を加味して計上しております。

③ 工事損失引当金 …… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末未成工事のうち損失の発生が見込まれ、その金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込額を計上しております。

④ 独占禁止法関連損失引当金 …… 独占禁止法に関連した課徴金等の支払い

に備えるため、合理的に見積もれる金額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

(ロ)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、発生した翌事業年度から費用処理し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、発生した事業年度より費用処理しており

ます。

なお、当事業年度において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理

計算上の差異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として投

資その他の資産に計上しております。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処

理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なってお

ります。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高の計上基準は、当事業年度末までの進捗部分について、成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
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(6) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので、特例処理を

採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。

ヘッジ手段 …… 金利スワップ

ヘッジ対象 …… 借入金の利息

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみのため、有効性の評価を省略しております。

(7) 外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

(8) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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2. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産及び担保付債務

　下記の資産は貸株による短期借入金（173百万円）の担保に供しております。

投資有価証券 216百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

26,049百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 809百万円 短期金銭債務 6,588百万円

(4) 保証債務

銀行借入等の保証債務 500百万円

商取引に対する保証債務 566百万円

　 計 1,066百万円

(5)「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）及び「土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日改正）に基づき、

事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

固定資産税評価額（地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は第11号の

土地補充課税台帳に登録されている価格）に合理的な調整をして算定す

る方法

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△2,404百万円

3. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売 上 高 3,060百万円

仕 入 高 7,247百万円

営業取引以外の取引高 125百万円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 150,430株
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5. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 107百万円

未払賞与 273百万円

未払事業税 62百万円

会員権評価損 16百万円

投資有価証券評価損 258百万円

固定資産 226百万円

独占禁止法関連損失引当金 316百万円

その他 111百万円

繰延税金資産小計 1,372百万円

評価性引当額 △781百万円

繰延税金資産合計 591百万円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △83百万円

前払年金費用 △99百万円

その他有価証券評価差額金 △164百万円

その他 △140百万円

繰延税金負債合計 △488百万円

繰延税金資産の純額 103百万円

（別途）

土地再評価に係る繰延税金負債 1,062百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 30.9％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％

住民税均等割等 4.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3％

評価性引当額 13.2％

試験研究費等の税額控除 △1.6％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.7％
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6. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 関連当事者との取引

子会社及び関連会社等

属 性
会 社 等 の
名 称

議決権等の
所 有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取 引 の
内 容

取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

子会社

㈱アスカ
所有
直接100

材料等の購入
役員の兼務

資金の借入 △919
短期借入金 111

支払利息 14

商取引保証 566 ― ―

材料等の購入 4,078 工事未払金等 751

札幌共同アスコン㈱
所有
直接65

材料等の購入
役員の兼務

資金の借入 120
短期借入金 826

支払利息 12

丸建道路㈱
所有
直接92.3

材料等の購入
役員の兼務

資金の借入 111
短期借入金 731

支払利息 13

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

1.貸付金利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

2.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

3.取引先からの要請に基づき仕入債務に対し、必要と認められる保証を行ってお

ります。

(2) 親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

7. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 6,196円61銭

(2) １株当たり当期純利益 158円68銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 804百万円

普通株式に係る当期純利益 804百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 5,070千株

　(注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行いました。
１株当たり情報の各金額は、当連結会計年度の期首に株式の併合をしたと仮定して算定してお
ります。

8. 重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年5月11日

東亜道路工業株式会社
取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 秀 敬 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 本 千 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東亜道路工業株式会社の平成29年4月

1日から平成30年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な

虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、東亜道路工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年5月11日

東亜道路工業株式会社
取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 秀 敬 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 本 千 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東亜道路工業株式会社の平成

29年４月１日から平成30年３月31日までの第112期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を

行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書

類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書

類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第112期事業年度の取締役の職務の執

行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従

い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため

に必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、特に指摘

すべき事項は認められません。なお、東京都、東京港埠頭株式会社若しくは成田国際空港

株式会社が発注する舗装工事の入札に関する独占禁止法違反行為により、公正取引委員会

より排除措置命令を受け、全国におけるアスファルト合材の販売価格に関する独占禁止法

違反の疑いで、公正取引委員会の立入検査を受けております。監査役会としましては、当

社グループ全体で再発防止策及びコンプライアンスの徹底に取り組んでいることを確認し

ております。今後ともコンプライアンス体制の強化及び企業倫理の徹底が図られるよう注

視してまいります。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年5月14日

東亜道路工業株式会社 監査役会

常勤社外監査役 森 信一 ㊞

常 勤 監 査 役 野田 雅之 ㊞

社 外 監 査 役 神 洋明 ㊞
　

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　第112期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開を

勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(２) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金100円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は506,959,300円となります。

(３) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　平成30年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の事業展開に備え、経営基盤の強化を図

るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１) 増加する剰余金の項目とその額

　 別途積立金 300,000,000円

(２) 減少する剰余金の項目とその額

　 繰越利益剰余金 300,000,000円
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第２号議案　取締役７名選任の件
　取締役６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締
役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

取 締 役 候 補 者
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

森　下
もり した

　協
きょう

　一
いち

（昭和31年
9月22日生）

昭和56年４月 当社入社

2,100株

平成17年４月 当社東北支社工事部長
平成21年４月 当社執行役員中国支社長
平成24年４月 当社執行役員工務本部工事部長
平成25年６月 当社取締役執行役員工務本部長
平成26年４月 当社取締役執行役員工務本部長、建築部長
平成27年４月 当社取締役執行役員工務本部長、建築部長

土木部長
平成28年４月 当社取締役常務執行役員企画営業本部長、

工務本部長、建築部長
平成28年５月 当社取締役常務執行役員企画営業本部長、

工務本部長、建築部長、製品事業本部長
平成29年４月 当社取締役常務執行役員技術本部長、

関係事業本部長
平成29年６月 当社代表取締役社長

現在に至る
担当

　内部統制委員会委員長、コンプライアンス委員会委員長

　監査室担当、経営企画室担当

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、主に工事、営業部門に携わり、豊富な経験と幅広い知見を有するとともに、平成
28年には取締役常務執行役員に就任、平成29年には代表取締役社長に就任し、強いリーダーシ
ップと決断力をもって当社の経営にあたり、継続的な企業価値の向上に貢献しております。
　これらのことから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

２

堀　之　内
ほり の うち

　 悟
さとる

（昭和34年
7月5日生）

昭和58年４月 当社入社

1,300株

平成16年４月 当社九州支社工事部長
平成22年４月 当社関東支社工事部長
平成23年４月 当社工務本部工事部長
平成24年４月 当社関東支社工事部長
平成27年４月 当社工務本部工事部長
平成28年４月 当社執行役員工務本部工事部長
平成28年６月 当社取締役執行役員工務本部長、

工事部長、建築部長
平成29年４月 当社取締役執行役員工務本部長、建築部長
平成29年６月 当社取締役執行役員工務本部長、

建築部長、技術本部長
平成30年４月 当社取締役常務執行役員技術本部長、

関係事業本部長
現在に至る

　 担当

　 営業本部担当、労働時間等設定改善委員会委員長

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、主に工事部門に従事し、豊富な経験と幅広い知見を有するとともに、現在は常務
執行役員として、当社の技術部門、関係事業部門を統括しております。また、平成28年以降
は、取締役として当社の経営を担い、継続的な企業価値の向上に貢献しております。
　これらのことから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

３

竹　内　良　彦
たけ うち よし ひこ

（昭 和 34 年
12月24日生）

昭和57年４月 当社入社

800株

平成19年４月 当社中部支社管理部長
平成22年４月 当社関東支社管理部長
平成26年４月 当社管理本部管理部長
平成27年４月 当社管理本部管理部長、総務部長、

広報室長、企業倫理推進室長
平成28年４月 当社執行役員管理本部長
平成28年６月 当社取締役執行役員管理本部長
平成30年４月 当社取締役常務執行役員管理本部長

現在に至る
　 担当
　 製品事業本部担当、J-SOX委員会委員長

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、主に管理部門に従事し、豊富な経験と幅広い知見を有するとともに、現在は常務

執行役員として、当社の管理部門を統括しております。また、平成28年以降は、取締役として

当社の経営を担い、継続的な企業価値の向上に貢献しております。

　これらのことから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

４

※

杉　崎　匡　孝
すぎ ざき まさ たか

（昭和32年
4月3日生）

昭和56年４月 当社入社

1,100株

平成21年４月 当社東北支社工事部長
平成25年４月 当社執行役員東北支社長
平成28年４月 当社執行役員東北支社長、営業部長
平成29年４月 当社執行役員東北支社長
平成30年４月 当社常務執行役員関東支社長

現在に至る

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、主に工事部門に従事し、豊富な経験と幅広い知見を有するとともに、現在は常務

執行役員として、関東支社を統括しており、取締役として求められる能力が培われておりま

す。

　当社が持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指すにあたり、適切な業務執行を行う

人材と判断したため、新たに取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

５

浅　井　敏　夫
あさ い とし お

（昭和31年
11月2日生）

昭和56年７月 国土道路株式会社入社

1,300株

平成16年10月 当社入社（合併による）
平成17年４月 当社中国支社工事部長
平成24年４月 当社中国支社長
平成25年４月 当社執行役員中国支社長
平成27年４月 当社執行役員中四国支社長
平成28年４月 当社執行役員工務本部土木部長
平成29年４月 当社執行役員安全環境品質本部長、

工務本部土木部長
平成29年６月 当社取締役執行役員安全環境品質本部長、

工務本部土木部長
平成30年４月 当社取締役執行役員工務本部長、

安全環境品質本部長、土木部長、建築部長
現在に至る

　 担当
　 中央安全衛生委員会委員長、省エネ推進委員会委員長

【取締役候補者とした理由】

　国土道路株式会社入社以来、主に工事、安全部門に従事し、豊富な経験と幅広い知見を有す

るとともに、当社入社以降は、中国支社長、中四国支社長、工務本部土木部長を歴任し、現在

は執行役員として、当社の工事部門および安全、品質部門を統括しております。また、平成29

年以降は、取締役として当社の経営を担い、継続的な企業価値の向上に貢献しております。

　これらのことから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

６

髙　野　憲　二
たか の けん じ

（昭 和 21 年
10月29日生）

昭和44年４月 商工組合中央金庫入庫

100株

平成８年８月 商工組合中央金庫審査第三部長
平成10年９月 八重洲興産株式会社常務取締役
平成21年７月 株式会社徳田練磨工作所取締役
平成25年１月 同社退社
平成29年６月 当社取締役

現在に至る

【社外取締役候補者とした理由】
　長きにわたり金融機関に在籍し、財務および会計に精通されており、また、企業経営の経

験も豊富なことから、その高い見識と幅広い知見に基づき、今後とも独立した立場から当社

の業務執行を適切に監督いただくほか、経営全般にわたり有益な助言・提言をいただけるも

のと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

７

※

高　田　敏　明
たか だ とし あき

（昭 和 22 年
11月15日生）

昭和50年４月
昭和51年４月
昭和54年４月
昭和56年４月
昭和61年３月
昭和61年４月
平成21年４月

東京地方検察庁検事任官
熊本地方検察庁検事任官
名古屋地方検察庁検事任官
大阪地方検察庁・大阪法務局訟務部付
退官
弁護士登録（第一東京弁護士会所属）
日本食塩製造株式会社 社外取締役

現在に至る

0株

（重要な兼職の状況）
日本食塩製造株式会社 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
　弁護士としての見識と経験、企業法務に関する相当な知見に基づく専門的な視点から、取

締役会において意思決定の妥当性・適正性を確保するために、独立した立場から当社の業務

執行を適切に監督いただくほか、経営全般にわたり有益な助言・提言をいただけるものと判

断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

　また同氏は、過去に社外役員になること以外の方法で会社経営に関与したことはありませ

んが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行していただけるものと

判断しております。

　

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．※印は新任候補者であります。

３．髙野憲二、高田敏明の両氏は社外取締役候補者であります。

４．社外取締役候補者に関する事項

　（１）髙野憲二氏は東京証券取引所の定める独立役員であります。

　 高田敏明氏につきましては、本議案が承認された場合、東京証券取引所の定める独立

　 役員となる予定です。

　（２）社外取締役候補者が当社の社外取締役に就任してからの年数

　 髙野憲二氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって満１年

　 であります。

　（３）社外取締役との責任限定契約について

　 ①当社は髙野憲二氏との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

　 しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令が規定する額としております。

　 本総会において同氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

　 ②社外取締役候補者 高田敏明氏が選任された場合、業務を執行しない取締役として

　 就任する予定ですので、同氏と当社との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を

　 限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度額は法令が

　 規定する額といたします。

以 上
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

　

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使

していただきますようお願い申しあげます。

　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行

使のお手続きはいずれも不要です。
　

記
　

１．議決権行使サイトについて

（１）インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯

電話（ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行

使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）にアクセスしていただくことによ

ってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱い

を休止します。）

※「ｉモード」は(株)ＮＴＴドコモ、「EZweb」はKDDI(株)、「Yahoo!」は米国

Yahoo! Inc.の商標または登録商標です。

（２）パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続に

ファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定

されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定され

ていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用でき

ない場合もございます。

（３）携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれか

のサービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通

信および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

（４）インターネットによる議決権行使は、平成30年６月27日（水曜日）の午後５

時30分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点

等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

　

２．インターネットによる議決権行使方法について

（１）議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書

用紙に記載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、

画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（２）株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容

の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮

パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

（３）株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご

通知いたします。
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３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

（１）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インター

ネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますので

ご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行

使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォ

ンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容

を有効とさせていただきます。

　

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金

等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケ

ット通信料・その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料

金も株主様のご負担となります。

　

以 上

　

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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 株主総会会場 東京都港区六本木七丁目３番７号 

        東亜道路工業株式会社 本社７階会議室 

        TEL （03）3405-1811（代表） 

(
地下鉄千代田線乃木坂駅出口３より徒歩２分

地下鉄日比谷線六本木駅出口４aより徒歩７分

地下鉄大江戸線六本木駅出口７より徒歩６分
)

株主総会会場ご案内図
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